平成１９年度

大 阪 府 の 一 般 廃 棄 物

平成２１年７月

大阪府環境農林水産部循環型社会推進室資源循環課

大阪府健康医療部環境衛生課

第１章　一般廃棄物処理事業の概要

１　計画処理区域

市町村において、一般廃棄物の処理事業を行う計画処理区域は、府全域であり、平成１９年１０月１日現在で１，８９７．２０k㎡、人口及び世帯数は、８，８８５，１４７人及び３，８６３，８８８世帯である。

また、府内の市町村数は平成２０年３月３１日現在、３３市９町１村の合計４３団体で、一部事務組合は１３団体である。

　表１－１　 eq \o\ad(計画処理区域人口等,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年１０月１日現在）

	区分
年度
	市町村数
	面積(km2)
	人口(人)
	世帯数(世帯)

	
	市
	町
	村
	計
	
	
	

	平成１５年度
	33
	10
	1
	44
	1,893.62
	8,881,320
	3,676,909

	平成１６年度
	33
	9
	1
	43
	1,893.62
	8,880,513
	3,794,052

	平成１７年度
	33
	9
	1
	43
	1,894.10
	8,880,414
	3,788,410

	平成１８年度
	33
	9
	1
	43
	1,894.10
	8,882,346
	3,837,871

	平成１９年度
	33
	9
	1
	43
	1,897.20
	8,885,147
	3,863,888


　（注）平成１６年度の市町村数は、平成１７年３月３１日現在
（堺市と美原町が平成１７年２月合併）
　表１－２　 eq \o\ad(一部事務組合及び構成市町村,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　　（平成２０年３月３１日現在）
	
	一部事務組合名
	設立年月日
	構成市町村

	ごみ・し尿
	泉北環境整備施設組合
	昭和38年2月1日
	泉大津市、和泉市、高石市
（３市）

	
	柏羽藤環境事業組合
	昭和39年2月14日
	柏原市、羽曳野市、藤井寺市（３市）

	
	泉佐野市田尻町清掃施設組合
	昭和40年5月24日
	泉佐野市、田尻町

（１市１町）

	ご　　　　　　み
	豊中市伊丹市クリーンランド
	昭和36年3月20日
	豊中市、兵庫県伊丹市

（２市）

	
	東大阪都市清掃施設組合
	昭和40年10月4日
	大東市、東大阪市（２市）

	
	四條畷市交野市清掃施設組合
	昭和41年1月20日
	四條畷市、交野市（２市）

	
	岸和田市貝塚市清掃施設組合
	昭和41年9月5日
	岸和田市、貝塚市（２市）

	
	南河内清掃施設組合
	昭和42年10月19日
	堺市美原区、富田林市、　　　河内長野市、大阪狭山市、　　太子町、河南町、千早赤阪村
（４市２町１村）

	
	泉南清掃事務組合
	昭和42年10月21日
	泉南市、阪南市（２市）

	
	豊能郡環境施設組合
	昭和61年4月1日
	豊能町、能勢町（２町）

	
	北河内４市リサイクル施設組合
	平成16年6月1日
	枚方市、寝屋川市、四條畷市、交野市（４市）

	し　尿
	富美山環境事業組合
	昭和38年11月12日
	堺市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村（３市２町１村）

	
	東大阪市・大東市清掃センタ－
	昭和49年8月1日
	大東市、東大阪市（２市）
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２　一般廃棄物処理事業経費

府内市町村の一般会計決算額及び一般廃棄物処理事業経費の推移を表１－３に示す。平成１９年度の一般会計決算額は、３兆５，２６８億円である。このうち一般廃棄物　　　処理事業経費として、ごみ処理経費１，４５５億円、し尿処理経費１０８億円の総額　１，５６３億円で、一般会計決算額の４．５％を占めている。

また、府民１人当りの一般廃棄物処理事業経費は表１－４に示すとおり１７，５９５円／年で、１世帯当りでは４０，４６０円／年であり、一般廃棄物処理事業経費のうち処理施設整備のための建設改良費及びその他を除いた府民１人当りの処理及び維持管理費では、ごみは１３，３７６円／年、し尿は１，０３２円／年である。

一般廃棄物処理事業経費に占める、ごみ処理経費の割合は図１－２に示すとおり　　９３.１％でありし尿処理経費の割合は６.９％である。

ごみ・し尿の単位当りの処理及び維持管理費は表１－７に示すとおり、ごみ１ｔ当り３１，２２２円、し尿１kl当り１１，３７９円である。

  表１－３　 eq \o\ad(一般廃棄物処理事業経費等,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	(Ａ)一般会計
	一般廃棄物処理事業経費（千円）
	事業経費率

Ｂ／Ａ(％)

	
	決算額(千円)
	ごみ
	し尿
	（Ｂ）合計
	

	H15
	3,616,348,642
	151,086,148
（90.4%)
	16,037,491
（9.6%)
	167,123,639

（100%)
	 4.6

	H16
	3,615,144,983
	154,171,695
（91.4%)
	14,451,243
（8.6%)
	168,622,938

（100%)
	 4.7

	H17
	3,627,118,723
	150,386,502
（89.9%)
	16,856,254
（10.1%)
	167,242,756

（100%)
	 4.6

	H18
	3,526,810,521
	144,320,628
（91.9%)
	12,662,332
（8.1%)
	156,982,960

（100%)
	 4.5

	H19
	3,530,992,587
	145,529,804
（93.1%)
	10,802,911
（6.9%)
	156,332,715

（100%)
	 4.4
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（注）　（　） eq \o\ad(内は一般廃棄物処理事業経費の合計に対する百分率,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
- 6 -

３　一般廃棄物処理事業従事職員数

市町村及び一部事務組合の一般廃棄物処理事業に従事している職員数を表１－８に　示す。ごみ関係に従事している職員数は６，８４０人、し尿関係は２２３人、総数は　７，０６３人でこのうち収集・運搬に４，２４０人が従事しており、全体の約６割を占めている。その内訳は、ごみ関係４，１６４人、し尿関係７６人である。

表１－８　 eq \o\ad(一般廃棄物処理事業従事職員数,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	
	事務系
	技術系
	収集運搬
	中間処理
	最終処分
	その他
	計

	ごみ
	　849
	　509
	　4,164
	　1,222
	　15
	81
	6,840

	し尿
	　87
	　34
	　　76
	　　21
	　　1
	4
	　223

	計
	936
	　543
	　4,240
	　1,243
	　16
	85
	7,063
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４　一般廃棄物処理の委託・許可件数の状況

府下における一般廃棄物処理業の委託及び許可件数を表１－９に示す。ごみの委託件数は、市町村において３０５件、一部事務組合では１８件の合計３２３件であり許可件数については市町村のみで６８４件である。

また、し尿の委託件数は、市町村において９１件、一部事務組合では２件の合計　　９３件であり、許可件数については市町村のみで２９７件である。

表１－９　 eq \o\ad(一般廃棄物処理の委託・許可件数,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	ごみ（件）
	し尿（件）

	
	委託
	許可
	委託
	許可
	浄化槽清掃業

	市　町　村
	305
	684
	91
	297
	229

	一部事務組合
	18
	
	2
	
	

	計
	323
	684
	93
	297
	229
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第２章　ごみ処理の概要

１　計画処理区域内人口の状況

平成１９年度における計画処理区域内人口は、平成１９年１０月１日現在で、　　  ８，８８５千人であり、すべて計画収集人口である。

２　ごみの収集状況

　分別収集の状況を表２－１に示す。（市町村毎の分別収集の詳細については、第２編統計資料第２章１分別収集の実施状況を参照。）

ただし、資源ごみについては缶・びん等を同時に収集する等の混合収集を実施している市町村があるが、全体として分別区分数は増える傾向にある。

収集回数は、可燃ごみあるいは混合ごみの週２回収集がほとんどで、不燃ごみ・資源ごみ・粗大ごみについては、月１～２回の収集が多い。（市町村毎の収集回収の詳細については、第２編統計資料第２章２ごみ収集の状況を参照。）

表２－１　分別収集の状況

	区分数
	市町村数
	市町村名

	１５
	１
	能勢町

	１３
	１
	熊取町

	１２
	１
	泉佐野市

	１１
	５
	岸和田市、摂津市、東大阪市、豊能町、田尻町

	１０
	１
	泉南市

	９
	６
	豊中市、吹田市、寝屋川市、箕面市、交野市、阪南市

	８
	３
	門真市、高石市、大阪狭山市

	７
	８
	池田市、高槻市、守口市、枚方市、八尾市、四條畷市、

島本町、太子町

	６
	８
	貝塚市、富田林市、河内長野市、松原市、大東市、

和泉市、藤井寺市、岬町

	５
	５
	柏原市、羽曳野市、忠岡町、河南町、千早赤阪村

	４
	４
	大阪市、堺市、泉大津市、茨木市
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３　ごみの排出状況

ごみの排出総量等の推移を表２－２に示す。排出総量は４，０７２千ｔであり、前年度より１６８千ｔ減少している。平成１８年度の実績取りまとめより、集団回収量２６６千ｔを総量に含めた。排出量内訳については、計画収集量が３，４７９千ｔで排出総量の８５．４％を占めている。

また、計画収集量の収集形態別内訳を図２－１に示す。市町村直営が１，１３８　　　千ｔで計画収集量の３２．７％を占め、委託が９３３千ｔの２６．８％、最も多いのが許可業者による収集で、１，４０８千ｔと全体の４０．５％を占めている。

この計画収集量のごみ種類別内訳を図２－２に示す。混合ごみの割合が高く、全体の５５．３％を占めている。これは、大阪市、堺市、東大阪市の人口５０万人以上の大都市が混合収集を行っているためであり、３市の混合ごみの合計は１，８０１千ｔで、計画収集量に占める割合が５１．８％と多いためである。

府民１人１日当りのごみ排出量の推移を図２－３に示す。新算出方式では、前年度より５６ｇ減少して、１，２５２ｇとなっている。市町村別の生活系ごみ及び事業系ごみの排出量を図２－３－１に示す。市町村別の生活系ごみは、２，２８１千ｔでごみ排出総量の５６．０％、事業系ごみは１，７９１千ｔで４４．０％を占めている。
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４　ごみの処理状況

府内におけるごみ処理状況の推移を図２－４に、ごみ処理の系統及び市町村別ごみ

処理状況を図２－５及び表２－４に示す。

図２－５をみると、ごみ排出総量４，０７２千ｔのうち８８．７％に当たる３，
１１千ｔが焼却され、焼却残渣に含まれる金属類等２０千ｔが資源回収されている。

また、資源化処理されている量は１７９千ｔであり、処理方法別の資源回収量は、粗大ごみ処理施設から２８千ｔ、資源化施設から１０９千ｔ、直接資源化（直接再生事業者等に搬入されるもの）によるものから２１千ｔ、その他に焼却残渣からの資源回収量が２０千ｔである。

さらに、各自治体における資源回収及び資源化処理以外にも自治会、子供会等による集団回収等が行われており、２６６千ｔが資源回収されている。

自治体における資源回収と集団回収を合わせた資源化量合計は４４３千ｔで、リサイクル率は１０．９％である。

図２－４　ごみ処理状況の推移
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５　ごみ処理施設の概要

（１）ごみ焼却施設

府内におけるごみ焼却施設は表２－５に示すとおり、平成１９年度末現在において１２市４町９一部事務組合に４７施設９０炉があり、１日当たりの処理能力は１６，２８２ｔである。年間の焼却実績は約３６３万ｔで、１日当たりに換算すると約１．０万ｔのごみを府内で焼却していることになる。

表２－５　ごみ焼却施設

	項目
	機械化バッチ
	全連続
	計

	施設数
	１
	４６
	４７

	処理能力（t/日）
	４６
	１６，２３６
	１６，２８２


（２）粗大ごみ処理施設

粗大ごみ処理施設とは、粗大ごみを対象に破砕、圧縮等の処理及び有価物の選別を行う施設のことで、府内における粗大ごみ処理施設は表２－６に示すとおり、平成１９年度末現在において１２市４町９一部事務組合に２９施設があり、１日当たりの処理能力は１，７５４ｔである。年間の処理実績は約１５８千ｔで、このうち１６％にあたる約２６千ｔが資源化されている。

処理方式の破砕とは、原則として家具等の可燃性粗大ごみを破砕することにより、焼却施設で容易に焼却し得るように処理することで、併用とは可燃性及び不燃性の粗大ごみを破砕（粉砕）する施設のことである。

表２－６　粗大ごみ処理施設

	項目
	破砕
	併用
	計

	施設数
	５
	２４
	２９

	処理能力（t/日）
	１０１
	１，６５３
	１，７５４


（３）不燃物処理・資源化施設

不燃物処理・資源化施設とは、選別施設、圧縮・梱包施設等の施設（前処理を行うための処理施設を含む）で粗大ごみ処理施設、保管施設以外の施設のことで、府内における不燃物処理・資源化施設は、平成１９年度末現在において６市１町５一部事務組合に１３施設があり、１日当たりの処理能力は１７２ｔである。

年間の処理実績は２７千ｔで、このうち約６３％にあたる１７千ｔが資源化されている。
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（４）埋立処分地施設

府内における埋立処分地で受入れ可能な施設は表２－７に示すとおり、平成　１９年度末現在において７施設、残余容量は１，１４８千ｍ3あり、年間の埋立処分量実績２６６千 ｍ3で推移すると、約４．３年分の残余年数がある。

設置場所は山間部４ヵ所、平地部２ヵ所、海面部１ヵ所である。

表２－７　埋立処分地

	施設数
	埋立地面積(ｍ2)
	全体容量(ｍ3)
	残余容量(ｍ3)

	７
	９３２，７２５
	１３，４８６，３４９
	１，１４８，４２４


（５）リサイクルプラザ

リサイクルプラザとは、１日当たり５ｔ以上の処理能力を有する資源化施設で、不用品の補修や再生品の展示等、一般市民向けの啓発を行っている施設である。

府内におけるリサイクルプラザは、平成１９年度末において５市（大阪市・堺市・吹田市・箕面市・門真市、岸和田市貝塚市清掃施設組合、北河内４市リサイクル施設組合）に７施設あり、１日当たりの処理能力は１８０．６ｔである。

年間の処理実績は１８，７７５ｔで、このうち約７７％にあたる１４，４３３ｔが資源化されている。

（６）ストックヤード

ストックヤードとは、資源ごみとして回収した紙・プラスチック類、資源化施設等から選別された金属類等を、資源化目的のために一時的に保管する施設のことである。府内におけるストックヤードは、平成１９年度末において１１市２町５一部事務組合に２４施設あり、施設面積は１７，６５４ｍ2、年間の保管実績量は４４，５５３ｔとなっている。
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７　ごみ処理施設の余熱利用

ごみ焼却施設の排熱を、発電や暖房・給湯に利用することにより、ごみ処理のランニングコストの低減を図るとともに、熱供給による施設周辺住民とのコミュニティ作りにも役立てるなどエネルギーの有効利用を行っている。

平成２０年３月末現在での府内ごみ焼却施設における余熱による発電状況については、表２－８に示すとおり２４施設ある。このうち、大阪市の港・南港・大正・住之江・鶴見・西淀・八尾・舞洲・平野工場、堺市、吹田市、高槻市、茨木市、豊中市伊丹市クリーンランド、泉北環境施設整備組合、岸和田市貝塚市清掃施設組合の１８施設（１６工場）は電力会社に売電しており、平成１９年度の年間売電電力量は約４４万ＭＷＨで、標準世帯の年間電力使用量を４千ＫＷＨとすると、約１１０，７００世帯分に相当する。

　　　図２－６にごみ焼却余熱による発電利用状況を示す。自家消費が４８万ＭＷＨで全体の５２％を占め、次いで関西電力への売電が４４万ＭＷＨで４７％、下水処理施設への送電等が０．９万ＭＷＨとなっている。

[image: image7.wmf]図２−６　ごみ焼却余熱による発電利用状況（MWH/年）

481,579

52%

442,697

47%

9,024

1%

自家消費

関電へ売電

その他

計

933,300


また、余熱による周辺地域への温水及び蒸気供給状況については、表２－９に示すとおり１３施設（１３工場）ある。その供給状況は、大阪市の森之宮工場が公団住宅等に、大阪市の舞洲工場がスラッジセンターに、大阪市の西淀・住之江・八尾工場、堺市東第二工場、高槻市、豊中市伊丹市クリーンランド、泉北環境整備施設組合、柏羽藤環境事業組合、泉南清掃事務組合が温水プールに、大阪市の西淀工場、堺市の南工場が老人センター等に給湯又は蒸気を供給している。
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８　ダイオキシン類濃度測定結果

　　（１）排ガス中のダイオキシン類

平成１９年度の排ガス中のダイオキシン類（コプラナーＰＣＢを含む。）の測定結果を表２－１０に示す。平均値は０．０８ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎｍ3、最大値は　１．４ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎｍ3であった。

また、排ガスからのダイオキシン類の排出量の推移を図２－７に示す。平成　１９年度の排出量は、平成９年度と比べると約９８％減少しており、環境省の目標であるダイオキシン類９割削減を達成している。

表２－１０　排ガス中のダイオキシン類濃度　　         　単位：ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎｍ3

	測定数
	平均値
	中央値
	最小 ～ 最大

	８６
	０．０８
	０．０３３
	０．００００３３　～ １．４


（注）１年間に複数回測定した施設もあるが、最新のデータを記載している。

　　　なお、平均値については、小数第３位を切り上げている。

図２－７　排ガスからのダイオキシン類排出量
（注1）平成１１年度まではダイオキシン類にコプラナーＰＣＢは含まれてないが、平成１２年度以降は含まれている。

（注２）平成１４年１２月にダイオキシン類の排出基準が強化され、既設の焼却施設からの排ガスについては，焼却能力４ｔ／ｈ以上は１ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎｍ3以下、２ｔ／ｈ～４ｔ／ｈは、５ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎｍ3以下、２ｔ／ｈ未満は、１０ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎｍ3以下に定められている。
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（２）燃え殻、ばいじん中のダイオキシン類

　 　　　平成１９年度の燃え殻、ばいじん中のダイオキシン類の測定結果を表２－１１に示す。燃え殻（焼却灰・主灰）について、ダイオキシン類濃度の平均値は０．１ｎｇ－ＴＥＱ／ｇ、最大値は１．０ｎｇ－ＴＥＱ／ｇであった。

　　　 　  また、ばいじん（飛灰）については、平均値は１．７ｎｇ－ＴＥＱ／ｇ、最大値は１５ｎｇ－ＴＥＱ／ｇであった。なお、ばいじんに関してはダイオキシン法を遵守するため、薬剤の使用やセメント固化等の処理をして搬出している。
表２－１１　燃え殻、ばいじん中のダイオキシン類濃度    単位：ｎｇ－ＴＥＱ／ｇ

	項目
	測定数
	平均値
	中央値
	最小 ～ 最大

	燃え殻
	７６
	０．０７
	０．０２
	０ ～ １．０

	ばいじん
	５４
	１．７
	０．８０
	０．００００６６ ～ １５


　（注１）平均値については、小数第３位を切り上げている。

　（注２）最小値の０ｎｇ－ＴＥＱ／ｇについては、検出されなかったことを示す。

　

　

（３）排水中のダイオキシン類濃度

　  　平成１９年度の排水中ダイオキシン類の測定結果を表２－１２に示す。平均値は０．８ｐｇ－ＴＥＱ／リットル、最大値は５．８ｐｇ－ＴＥＱ／リットルであった。焼却施設の半数は、処理工程で発生した排水を処理して炉内噴霧等に再利用するクローズドシステムを採用しており、残りの半数が下水道、河川に放流している。
表２－１２　排水中のダイオキシン類濃度　　　　　単位：ｐｇ－ＴＥＱ／㍑

	測定数
	平均値
	中央値
	最小 ～ 最大

	２６
	０．８
	０．２
	０．０００１ ～ ５．８


（注1） 平均値については、小数第３位を切り上げている。
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第３章　し尿処理の概要

１　計画処理区域内人口の状況

　　　計画処理区域内人口及び水洗化、非水洗化人口等の推移を表３－１に示す。公共下水道の整備により水洗化人口が増加し、非水洗化人口が減少する傾向である。

平成１９年度の行政区域内人口は８，８８１千人、水洗化人口は８，５４７千人、非水洗化人口が３３２千人であり、水洗化率は９６．２％である。水洗化人口のなかで公共下水道人口の占める割合９１．２％である。

非水洗化人口のうち、市町村が収集していない自家処理人口は約１千人である。
　表３－１　 eq \o\ad(計画処理区域内人口,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)等

	年

度
	 eq \o\ad(水洗化人口（人）,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(非水洗化人口（人）,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 行政※
区域内
人口
 　（人）
	

	
	 公共下水道

  eq \o\ad(人口,　　　　　　　　　　)
	 し尿浄化槽

  eq \o\ad(人口,　　　　　　　　　　)
	 　　計
	 くみ取り※
 人　　口
	 自家処

 理人口
	 　　計
	
	

	平成15年度
	7,307,350


	1,029,194
	8,336,544
	541,694
	3,082
	544,776
	8,881,320
	

	平成16年度
	7,426,420
	　970,698
	8,397,118
	480,671
	2,724
	483,395
	8,880,513
	

	平成17年度
	7,607,950
	　851,728
	8,459,678
	412,022
	1,950
	413,972
	8,873,650
	

	平成18年度
	7,709,621
	  796,131
	8,505,752
	368,318
	1,899
	370,217
	8,875,969
	

	平成19年度
	7,798,438
	  748,257
	8,546,695
	333,216
	976
	334,192
	8,880,976
	


※平成16年度以前については、｢行政区域内人口｣を「計画処理区域内人口」と、「くみ取り人口」を「計画収集人口」と読みかえる。また、平成16年度以前については当該年度の10月1日現在、平成17年度以降については当該年度末現在の数値である。
２ し尿の排出状況

し尿排出状況の推移を図３－１及び表３－２に示す。公共下水道人口の増加に伴い、し尿の収集量は年々減少するとともにし尿浄化槽汚泥の収集量も、近年減少傾向にある。

平成１９年度におけるし尿の排出総量は、８０７千kLであり、そのうち計画収集量は８０６千kL、自家処理量は１千kLとなっている。計画収集量の内訳は、し尿が４５９千kL、し尿浄化槽汚泥３４７千kLである。

また、計画収集量の収集形態別内訳を図３－２及び図３－３に示す。し尿では委託による収集が４８．１％、許可業者による収集が４８．３％の割合である。し尿浄化槽汚泥では許可業者による収集が、し尿浄化槽汚泥の計画収集量の９９．８％を占めている。

平成１９年度における１人１日当りし尿収集量及び排出量を表３－３に示す。１人１日当りのし尿収集量は３．７６リットル・排出量は３．７４リットルで、１人１日当りし尿浄化槽汚泥収集量及び排出量は１．２８リットルである。
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　表３－３　 eq \o\ad(し尿の１人１日当り収集量及び排出量,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：リットル／人・日）

	年　　度
	区　分
	し尿
	し尿浄化槽汚泥

	
	
	収集量
	排出量
	収集量
	排出量

	平成１５年度
	大阪府
	3.23
	3.23
	1.17
	1.17

	
	全国
	2.27
	2.26
	1.26
	1.26

	平成１６年度
	大阪府
	3.35
	3.34
	1.15
	1.15

	
	全国
	2.23
	2.23
	1.27
	1.26

	平成１７年度
	大阪府
	3.56
	3.56
	1.26
	1.26

	
	全国
	2.22
	2.21
	1.31
	1.31

	平成１８年度
	大阪府
	3.67
	3.66
	1.27
	1.27

	
	全国
	2.26
	2.25
	1.36
	1.36

	平成１９年度
	大阪府
	3.76
	3.74
	1.28
	1.28

	
	全国
	・・・・
	・・・・
	・・・・
	・・・・


　（注）　平成１９年度の全国の数値は環境省で集計中。

３　し尿の処理状況

計画収集量８０７千kLの処理内訳を図３－４に示す。７５．２％にあたる６０７千kLがし尿処理施設で処理されており、下水道投入が２４．５％の１９８千kLとなっている
し尿処理状況の推移を図３－５に示す。し尿処理施設での処理量は、計画収集量の減少と同様年々減少している。
図３－４　し尿の処理内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千ｋＬ）
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４　し尿処理施設の概要

（１）し尿処理施設

府内におけるし尿処理施設は、平成１９年度末現在において１８市６町５一部事務組合に３７施設、１許可施設があり、１日の処理能力は５，１３９kLである。

　表３－５　 eq \o\ad(し尿処理施設,　　　　　　　　　　　　　　　　) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：kL／日）

	項　目
	嫌気性

 eq \o\ad(処理,　　　　　　)
	好気性

 eq \o\ad(処理,　　　　　　)
	化学
処理
	浄化槽

 eq \o\ad(汚泥,　　　　　　)
	標脱
処理
	高負荷

 eq \o\ad(処理,　　　　　　)
	膜分離

高負荷
	好一段

好二段
	一次

処理
	前

処理
	計
	

	施設数
	 　　２
	 　　７
	１ 
	 　　１
	 　７
	 　　６
	３ 
	 　　１
	 　１
	 　９
	 　３８
	

	公称能力
	720
	   796
	 34 
	120 
	  971
	  1,109
	406 
	    100
	  150
	  733
	  5,139
	


（２）コミュニティ・プラント

コミュニティ・プラントとは、し尿と生活雑排水を併せて処理する市町村が設置するし尿処理施設で、府内におけるコミュニティ・プラントは、平成１９年度末現在において堺市の１施設と豊能町の１施設の合計２施設がある。

　表３－６　コミュニティ・プラント

	　

　

　
	 eq \o\ad(施設名称,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	処理方式
	計画１日最大汚水量
	竣工年度
	

	
	 eq \o\ad(畑地区地域下水道処理施設,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	長時間ばっ気
	３０８　ｍ3／日
	平成３年度
	

	
	 eq \o\ad(野間口地域し尿処理センター,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	長時間ばっ気
	１６６　ｍ3／日
	平成２年度
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注）　本グラフの「焼却」は「焼却量」から「焼却残渣からの資源化量」を、


「埋立」は「埋立量」から「焼却残渣の埋立量」を除いている。


また、「資源化他」は、表２－４の処理内訳の「資源化」と「その他」の合計である。


※平成１３年度より、新算出方式により集団回収量含む。











平成１８年度実績の取りまとめから、「ごみ排出総量」は、「日本の廃棄物処理（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課）」と整合させるため、（ごみ排出総量＝計画収集量＋直接搬入量＋資源ごみの集団回収量）とした。





※　算出方式の違いによるごみ排出総量


　　　　　　　新算出方式　　：　　計画収集量　＋　直接搬入量　＋　集団回収量


　　　　　　　旧算出方法　　：　　計画収集量　＋　直接搬入量　





※　算出方式の違いによる１人１日当たりのごみ排出量


　　　　　　　新算出方式　　：　（計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量）÷総人口÷３６５


　　　　　　　旧算出方法　　：　（計画収集量＋直接搬入量）÷総人口÷３６５





～旧算出方式によるデータ等については、Ｐ.127～134　参考資料参照～
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		19		3,611		16		179		4,072

		4		3,956		391		72		4,419

		5		4,008		300		85		4,393

		6		4,065		300		97		4,462

		7		4,127		271		115		4,513

		9		4,135		207		136		4,478

		10		4,073		181		142		4,396

		11		4,061		114		135		4,309

		12		4,109		97		145		4,352
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データ

		H9		H10		H11		H12		H13		H14		H15		H16		H17		H18		H19

		102.2		95.9		57.5		38.5		15.3		5.6		3.4		1.9		2.1		2.5		1.7
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図２－６　ごみ焼却余熱による発電利用状況（MWH/年）
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データ

		ごみ焼却施設の余熱利用状況 ショウキャクシセツヨネツリヨウジョウキョウ

		自家消費 ジカショウヒ		関電へ売電 カンデンウデン		その他 ホカ

		481,579		442,697		9,024






